
































































































男 性 女 性
20-24歳 25-29歳 20-24歳 25-29歳
1981年 42.5 13.1 25.6 5.7
1991年 46.0 17.1 33.9 9.1


































































































すべての人のうち結婚 すべての人のうち同棲 パー トナーのいる人






































0.2 0.8 0.9 2.9
7.1 16.0 9.7 13.8
34.4 47.5 14.1 13.6
57.3 64.7 10.9 9.3
73.8 64.6 4.3 3.4
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2001年
0.2 0.6 1.0 2.8
5.1 11.8 10.5 15.7
28.5 40.6 17.7 17.6
51.5 58.9 14.1 12.1
70.8 62.4 5.7 4.5
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2006年
0.1 0.5 0.9 2.8
4.0 9.5 11.8 17.6
24.7 35.9 21.0 21.3
49.2 56,0 17.6 14.9
68.5 60.6 7.1 5.8
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(a)1991年は同性のパートナーを含まないが､1996年以降は同性のパートナーを含む｡
(出典)各年のセンサスにもとづいて著者作成｡
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野速 政雄
割合がどのように変化したかを示している｡これか
ら,次のことが分かる｡20-24歳と30-34歳のパー
トナーがいる男性の割合は2001年と2006年の間で
若干増加している｡このことを除けば,いずれの年
齢帯においても,パートナーのいる男性と女性の割
合が低下 している｡例えば,パー トナーのいる
25-29歳の女性の割合は1991年に66.1%であった
が,2006年に57.2%となっている｡このようにノト
トナーのいる人の割合が下がっている｡ただし,パー
トナーのいる15歳以上の男性 と女性の割合は.
1991年と2006年の間であまり変化していない｡数
値をあげると,パー トナーのいる男性の割合は
1991年に61.2%であったが,2006年に60.7%となっ
た｡また,パートナーのいる女性の割合は1991年
に59.5%であったが,2006年に57.8%となった｡
表6の第4欄は,パートナーのいる人のうちで同
棲している人の割合がどのように変化したかを示し
ている｡これから,次のことを読み取ることができ
る｡同棲関係にある男性と女性の割合は,いずれの
年齢帯においてもだんだんと高くなっている｡なか
でも24歳以下の男性と女性で,その割合の上昇は
顕著であるL124歳以下の人にパー トナーがいる場
合に,同棲関係である割合が急激に高くなったのは,
1991年と1996年の間である｡例えは 20-24歳の
男性の同棲関係である割合は1991年に37.3%で
あったが,1996年に57.9%となった｡そ して,
20-24歳の女性の同棲関係である割合は1991年に
29.8%であったが,1996年に46.3%になった｡
パートナーのいない若者の割合がだんだんと増加
していた,Jしかし,このことは,若者が結婚したり,
同棲したりすることを望まなくなったということで
はない｡若者を対象に実施された結婚や同棲に関す
るさまざまな意向調査では,大部分の若者はいつか
同棲したり,結婚したりすることを希望していたO
例えば,ビクトリア州に住む17歳と18歳の若者を
対象にして2000年に実施されたオーストラリア人
気質プロジェクト (TheAustralianTemperament
Project)の調査結果は次のようである｡男性は
78%が5年以内に.12%が6年から10年の間に同
棲 (havealongtem relationship)したいと回答
していた｡女性の割合はそれぞれ840/Oと100/Oであっ
た｡そして,同棲をしないと回答した若者はほとん
どいなかった｡さらに,男性も女性も同棲後もっと
年齢が高くなってから結婚すると回答していた｡そ
して,結婚をしないと回答した若者もほとんどいな
かった (Smart2002)｡
さて,前述のように,多くの若者は経済的に自立
することがむずかしくなったので,年齢が高くなっ
ても両親と一緒に暮らすようになった｡若者の置か
れた状況のこうした変化から,新たな男女間の関係
が生まれている｡若者に決まった相手がいても,若
者はその相手と一緒に暮らしていない｡若者は両親
と同居し.両親が承知のうえで,両親の家でその相
手と性的関係を持つ｡こうした男女間の関係が若者
の間で広まっている｡23歳の若者を対象者として
1990年に実施された小規模調査 (Hartley1993a)
によれば,およそ3分の2の若者はそうした関係を
これまでに持ったことがあった1410
(3)離婚
1987年に2.4であった普通離婚率は上昇し,1996
年に2.9となった｡1996年から2001年まで普通離
婚率はその水準で比較的安定していたが,その後,
低下している｡2001年に2.9であった普通離婚率は,
2008年に2.2となった (図2を参照)｡
普通離婚率は2001年から低下する傾向が見られ
るけれども,この指標は離婚の実態を必ずしも表し
ていない (deVaus2004:212)｡まず,普通離婚率
は人口1000人当たりの年間離婚件数であり,結婚
している人L｣1000人当たりの年間離婚件数ではな
いことであるO前述したように,近年,結婚してい
る人の割合が低下している｡このとき,たとえ普通
離婚率が低下したといっても,結婚している人の中
で離婚する人の割合が低下していたということには
必ずしもならない｡次に,近年において同棲関係が
急速に広まっていることである｡同棲関係は結婚関
係よりもはるかに破綻 しやすい (deVaus2004:
122)｡そこで,もし同棲関係が結婚関係であった
とすれば 普通離婚率はもっと高くなっていたはず
である｡このように,同棲関係の破綻は実態として
離婚に近いけれど,普通離婚率に反映されない｡こ
れらのことを考慮すると,普通離婚率が低下してい
るのは,結婚している人の割合が低下し,同棲が広
まったからなのかもしれない16)0
同棲関係の破綻や離婚が増加したので,片親家族
(loneparentfamily),混合家族Cblendedfamily),
継子継親家族 (Stepfamily)が増えている17)｡
2001年に実施された調査によれば (deVaus2004:
60-1),18歳未満の子供がいるすべての家族 (結婚
と同棲の両方を含む)のうち,10.7%が片親家族で
あり,4.0%が混合家族であり,4.4%が継子継親家
族である｡カップルとその実子からなる家族(intact
family)は80.50/.にすぎない｡同棲関係を解消した
り,離婚したりするとき,子供は母親と暮らすこと
が多い｡そこで,片親家族は母親とその子供の組み
合わせが圧倒的に多く,混合家族や継子継親家族で
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オーストラリアの家族の変化 (その2)
は,子供は実の母親とたいてい一緒に住んでいる
(ABS2008C:8)｡混合家族や継子継親家族の特徴
は,カップルが結婚しておらず同棲関係であること
が多いことである｡前述した2001年の調査によれ
ば.18歳未満の子供がいる混合家族のカップルの
うち38.50/Oが同棲関係であった｡そして,18歳未
満の子供がいる継子継親家族のカップルでは,
53.00/.が同棲関係であったD
(4)出産
1991年に1.9であった合計特殊出生率はだんだん
と低下し,2001年に1.7となった｡その後,合計特
殊出生率は徐々に高くなり,2008年に2.0(1.97)
となった (図3を参照)｡このように,合計特殊出
生率は1991年から2008年の間で変動しているが,
その変化の幅は0.3にすぎない｡そこで,合計特殊
出生率は.1990年代と2000年代において比較的安
定していたといえる｡
同棲関係の割合が1990年代と2000年代に高くな
るのにつれて,非嫡出子の割合も一貫して高くなっ
ていった｡非嫡出子の割合は1991年に23.0%であっ
たが,2008年には34.4%となった (図4を参照)0
非嫡出子の割合が日本と比べるととても高いから,
これは重大な社会問題だと思われるかもしれない｡
しかし,一部の同棲関係にあるカップルは,子供の
誕生後に結婚 していると推測されている (ABS
2009a:ll )0
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